
　連合山梨は10月24日(金)YCC県民文化ホールにおいて、第37回定期大会を開
催し、2026～2027年度の運動方針と、新たな役員体制を承認・決定し新年度の
スタートを切りました。窪田会長による挨拶の後、小熊連合本部副事務局長、石寺
山梨県副知事をはじめとするご来賓の皆さまから挨拶を頂戴しました。
　最初に、2025年度活動報告・財政報告・会計監査報告が承認された後、剰余金
処分（案）が承認されました。議事では、第1号議案「連合山梨規約の一部改正
（案）」、第2号議案「2026～2027年度運動方針(案)」、第3号議案「2026年度予算
(案)」が順番に提案され、代議員からの意見要望に対する答弁が行われた後、満場
一致で承認されました。そして、第4号議案「役員の選出」、第5号議案「顧問の委嘱」、第6号議案「大会特別決議（案）」がそれぞれ承認された後、大会ス
ローガンである「安心社会へ　果敢にアクション！～広げよう「理解・共感・参加」の輪～」および、大会宣言が採択されました。最後に退任役員から挨拶
をいただき、マイクリレーによる新役員の紹介を行った後、杉原新会長の音頭による団結ガンバローを三唱して、大会を締めくくりました。

【2025春闘】
　山梨県内でも賃上げの流れが広がり、定昇維持・
ベア獲得に向けた粘り強い交渉が各組合で展開さ
れた。特に、中小・地場企業においても「人への投資」
「持続可能な賃金水準の確保」という社会的要請が
浸透し、過去数年と比べても前進が見られた年で
あった。特に、県内中小・地場企業においても、労使

が真摯な対話を重ね、賃上げ回答が前年を上回る動きが広がったことは、大
きな成果であると評価している。こうした動きが地域経済の活性化や人材確
保にもつながっていくことに期待をしたい。
　一方で、物価高の影響は依然として厳しく、実質賃金の回復は道半ばであ
る。加えて、非正規雇用や中小企業に働く仲間の処遇格差、将来への不安と
いった課題も残されている。間もなく始まる2026春季生活闘争において、連
合山梨として、地域に根ざした「総がかり運動」をさらに強化し、全ての働く人
が安心して暮らし、誇りをもって働ける社会の実現をめざしていく。

【組織拡大・組織強化】
　単に組合員数を増やすという意味に留まらず、「組織の持続可能性」や「地
域社会への信頼拡大」と深く関わる重要な課題である。特に山梨県では中小
企業や非正規雇用が多く、組合の未組織労働者が9割近く存在している。連
合山梨の使命として「働くことを軸とする安心社会」を実現するため、自治
体・経済団体・NPOなどと連携し、「誰も取り残さない労働運動」を地域に広
げていかなければならない。
　また、人口減少、労働力不足、雇用の多様化が進むにつれ、働く人の姿が
変わり、職場のあり方も変わる中で、私たちの運動の根幹である「組織の力」
が問われている。労働組合がある職場とない職場、その格差は確実に広がっ
ている。中小企業や福祉・サービス分野など未組織分野への働きかけ、青年・
女性を中心とした新しい世代の参画促進、地域とのネットワーク強化等を柱
として地道で、着実な拡大運動を進めていく。

【ジェンダ一平等】
　性別による差別や固定的な役割意識をなくし、全ての人が対等に参画し

活躍できる社会こそが、真に持続可能で公正な社会の姿だと考える。しかし
現実には、男女の賃金格差や昇進・登用の不均衡、長時間労働や家庭責任
の偏りなど、依然として多くの課題が散見される。こうした問題は「女性だけ
の課題」ではなく、「社会全体の構造的課題」である。働き方、意識、制度な
ど、あらゆる面で変革が求められている。
　連合山梨としても、連合が掲げる「ジェンダ一平等推進計画(フェーズ2)」
に沿って、あらゆる組織・職場・地域の中で、「ジェンダ一平等を労働運動の
柱」として位置付け、具体的な実践を強化していかなければならない。
　また、多様な人々が尊重される社会を築くためには、次世代を担う若い世
代の声を大切にし、組織全体で支え合うことが欠かせない。誰もが自分らし
く働き生きることができる。そんな山梨をめざし、連合山梨の力で実現してい
こう。「変える力は、私たちの中にある」その思いを胸に、これからも共に歩み
を進めていく。

【政治関係】　※連合山梨政治センター 杉原センター長より挨拶（要旨）
　連合山梨として、今夏の第27回参議院選挙において「与党改選過半数割
れ」を必達目標に掲げ、三者での戦いをめざした。しかし残念ながら、連合山
梨と連携が図れない野党は「何を目指しているのか」「何故、力合わせをして
くれないのか」加盟組織への説明にも苦慮した。実際、加盟組合からは「現
場で支えているのに、なぜ連合の考え方や方針と違う動きをするのか」など、
連合山梨にも問い合わせがあったことも事実である。選挙が終わったから、
連合の大会が終わったから、ノーサイドという訳にはいかない。私たちは、労
働組合の仲間たちの期待を背負って、政治に対して責任ある行動を求めて
いる。連合の連携政党である立憲民主党ならびに国民民主党は、かつての
原点である“働く者のための政治"をもう一度しっかりと掲げ、政策本位の連
携を進めていただきたい。連合山梨としても、批判ではなく建設的な提案を
重ねながら、ともに社会を良くする方向に歩みを進めていく。

【結び】
　連合は、時代や環境の変化をいち早く察知して、めざすべき社会の姿であ
る「労働を中心とする福祉型社会」を深化させ再構築していかなければなら
ない。ただ目標を掲げるだけでなく実現に向けた運動として、労働組合は社
会になくてはならないインフラとして運動を継続していく必要がある。
　労働運動の前進のため、代議員の皆さまの真撃な論議をお願いする。

窪田会長挨拶（要旨）

10 24
FRI 連合山梨 第37回定期大会を開催連合山梨 第37回定期大会を開催

　役員改選において、新会長に杉原氏（ＪＡＭ）が選出されました。そして、新会長代
行に松長氏（ＵＡゼンセン）、新副会長に櫻井氏（ＪＡＭ）、廣瀬氏（ＪＰ労組）、新執行
委員に保坂氏（ＪＡＭ）、来城氏（ＪＰ労組）、山下氏（全労金）、新会計監査に赤坂氏
（労済労連）が選出され、新体制が発足しました。
　また、連合山梨中部地協の新事務局長に長谷部氏（情報労連）、連合山梨西部地
協の新事務局長に藤田氏（電機連合）が選出されました。
※11月開催の各地協の総会をもって正式交代

【退任役員】（継承略）
　　　　　会　　長 　窪田　　清（電力総連）
　　　　　執行委員 　望月　宏泰（全 水 道）
　　　　　会計監査 　功刀幸之輔（全 労 金）
　中部地協事務局長 　弘瀬　　誠（連合山梨）
　西部地協事務局長 　土橋　一光（連合山梨）
これまでのご尽力に対しまして心より感謝申し上げます。
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　今後の選挙に向けて、各産別・単組がどのように
「選挙の重要性を共有し、体制を固めていく」ことを、
連合本部としてどのように期待されているのか？
　また、組合員の間で「選挙支援への温度差」が生ま
れないようにするための工夫や、情報発信の在り方
について、どのように考えているのか？

　連合本部としては、各産別・単組がそれぞれの政
策課題の実現や労働者の生活向上に直結する取り
組みとして選挙の重要性を共有し、組織内で意思統
一を図りながら体制を確立していくことを期待して
いる。あわせて、組合員一人ひとりが選挙の意義を
理解し、自らの課題として主体的に関わることで、組
織全体として力強い選挙活動を展開していくことを
求めている。
　昨年の衆議院選挙、今年の参議院選挙では、各構成組織が力強く選挙
運動を展開し、政策実現に向けた意識の高さが示された。連合山梨とし
ても、各産別・単組が選挙の重要性を共有し、一丸となって推薦候補の当
選に向けた取り組みを進めていく。

　第50回衆議院選挙、第27回参議院選挙では与
党を過半数割れに追い込み、今こそ連合に結集した
労働者の声を中央に届ける好機である。賃金・労働
条件の改善に向け、財務省を交渉の場に引き出し、
地方財政計画を基準財政需要額に基づいて策定さ
せることが重要である。連合として立憲民主党・国
民民主党を結集し、団結力と組織力を発揮して組
合員の声を国政に反映させることを強く求める。

　与党過半数割れという状況の中で、まさに今こそ労働者の声を政策
に反映させる重要な局面と認識している。連合山梨としても、賃金・労
働条件の改善、地域の財政基盤強化に向け、関係する団体、政党と連
携を深め政策実現に全力で取り組み、組織の力を結集して働く者の声
を確実に国政へ届けていく。

　私たちトラック運輸産業は、長時間労働・低賃
金・人手不足といった構造的課題を抱えている。改
善基準告示の改正や物流関連法の制定により制度
整備は進んでいるが、現場の厳しい実態は続いて
いる。
　2030年には約21万人のドライバー不足が見込ま

れ、物流の持続可能性が危ぶまれている。現行労働者の定着とともに、
女性・若年層・高齢者の参入促進、そのための賃金・労働条件の改善が
不可欠である。
　適正な価格転嫁や荷待ち時間の削減を進め、社会全体で物流を支
える理解と協力が求められている。制度の趣旨を現場で実効性あるも
のとするため、今後の政策形成と運用において、連合としても力強い支
援をお願いする。

　トラック運輸産業の人手不足や長時間労働の問題は、産業全体の持
続可能性に関わる重要な課題であり、連合としても深く認識している。
賃金・労働条件の改善や適正な価格転嫁、荷待ち時間の削減などが確
実に実現するよう、関係業界団体との連携を強めていく。制度の趣旨
が現場で実を結び、安心して働ける環境が整うよう、連合山梨として引
き続き全力で取り組んでいく。

杉　田  代議員日  教  組

石　原  代議員自　治　労

2026～2027年度運動方針（案）
推進分野－２　健全な議会制民主主義と政策実現に向けた
　　　　　　　政治活動の推進

第２号議案

運動分野を支える基盤強化
持続可能な連合運動の推進に向けて、組織・財政など運動
基盤の整備・強化に継続して取り組むとともに、組織内の
コミュニケーションの充実をはかる

第２号議案

第　 回定期大会 代議員発言及び答弁（要旨）第　 回定期大会3737 代議員発言及び答弁（要旨）

米　山  代議員運輸労連

答　弁 宮　下  事務局長

答　弁 宮　下  事務局長

答　弁 宮　下  事務局長
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副 会 長

事 務 局 長

副事務局長

執 行 委 員

会 計 監 査

　氏 名　
杉 原 孝 一
松 長 浩 子
白 倉 和 也
三 輪 茂 樹
原 　 和 之
櫻 井 澄 人
廣 瀬 晴 之
木 下 昭 英
大 石 正 哉
宮 下 竜 三
小 川 直 人
白 倉 範 人
日野原　和　貴
船 渡 義 昭
津 嶋 健 司
小 林 正 博
植 松 久 雄
保 坂 正 也
来 城 　 修
赤 池 潤 哉
向 井 仁 志
相 澤 　 智
田草川　厚　彦
（ 人 選 継 続 ）
堀 内 直 英
山 下 智 也
野 中 広 俊
濵　田　さつき
牧 野 恵 美
前 田 　 宝
長谷部　恵　二
藤 田 益 孝
水　上　雄一郎
三 谷 侑 馬
赤 坂 　 譲

構成組織名
Ｊ Ａ Ｍ
ＵＡゼンセン
自 治 労
電 機 連 合
日 教 組
Ｊ Ａ Ｍ
J P 労 組
電 力 総 連
情 報 労 連
私 鉄 総 連
電 力 総 連
情 報 労 連
日 教 組
連 合 山 梨
自 治 労
電 機 連 合
ＵＡゼンセン
Ｊ Ａ Ｍ
Ｊ Ｐ 労 組
電 力 総 連
情 報 労 連
自 動 車 総 連
運 輸 労 連
全 水 道
私 鉄 総 連
全 労 金
Ｊ Ｒ 総 連
女性委員会(日教組)
女性委員会（電機連合）
東部地域協議会
中部地域協議会
西部地域協議会
運 輸 労 連
基 幹 労 連
労 済 労 連

連合山梨第19期役員体制(2025.11～2027.10) 

れんごうYAMANASHI  No,413（2）



　10月8日（水）、舞鶴城公園南広場において、約350人の組
合員が結集し、自治労山梨県本部・対県共闘会議・連合山梨
官公部門、合同総決起集会が開催されました。
　冒頭、原 対県共闘会議議長（山教組）は、「県人事委員会勧
告が10月中旬に発出される見込みとなっている。本勧告が県
下の中小地場賃金へ多大な影響を及ぼすことから、賃上げに
より個人消費を下支えすることで、県内経済の好循環をめざし
ていく。県人事委員会に対して、月例給・一時金の引上げで公
民較差を完全解消し、物価高騰に追
い付く賃金水準を求め、賃金・労働条
件の改善を私たちの手で勝ち取って
いこう」と訴えました。

　松木対県共闘会議事務局長（自治労）による情勢報告後、都留市職近藤委員長と梨高
教長田書記長からの決意表明が行われた後、「2025県人事委員会勧告期の取り組みと賃
金確定闘争を全力でたたかっていく」との集会決議が満場一致で採択されました。
　最後に、集会スローガンのシュプレヒコールを行って締めくくりました。

官公部門連絡会　副議長　松木 友幸　

　連合山梨は山梨県労働者福祉協会と共同で、10月14日（火）～10月16日（木）に「熊本
地震の復興と防災を学ぶ」視察研修会を実施しました。
　この研修は、2016年4月に発生した熊本地震の被災地を訪れ、被害の実態や復興の歩
みを学ぶことで、今後想定される大規模地震への備えや、地域における防災・減災の取り
組み強化に役立てることを目的に行われました。
　最初に熊本城を訪れ、震災で大きな被害を受けた石垣
や天守閣の復旧・修復状況を視察しました。震災直後か
ら現在に至るまでの復興の歩みについて説明を受け、文
化財としての保存と観光再生を両立させるための取り組
みを学びました。

　阿蘇地方の訪問では、阿蘇大橋崩落現場跡や復旧後の新阿蘇大橋を見学しました。現地ボランティアガイドの方
から、道路・鉄道などインフラの再建に向けた課題や、観光復興に向けた地域の取り組みについて説明を受けました。
　そして、「熊本地震震災ミュージアムKIOKU」という熊本地震の展示施設を訪れ、被災当時の映像や写真、被災者
の証言などを通じて、地震の衝撃と復興への歩みを学びました。また、現地ガイドの方から、震災発生時の混乱や避
難生活、復旧・復興に向けた地域の支え合いの取り組みについてお話を伺いました。
　今回の研修を通じ、「自助・共助・公助」それぞれの役割と、平時からの備えの重要性を改めて認識しました。連合
山梨は今後も各種研修会や被災地支援活動を通じて、防災・減災意識の維持・向上に取り組んでいきます。

副事務局長　船渡 義昭　

　10月9日（木）ジットプラザ甲府において、82名参加のもと政治フォーラム
研修会を開催しました。
　冒頭、杉原連合山梨政治センター長は「すべての働く人々の声を政策に反
映させるべく、政治との連携を重視してきた。賃上げや労働法制の見直し、働
き方改革、さらには差別や分断に対抗する包摂的な社会の構築など、課題は
多岐にわたる。労働組合は単なる利害代表にとどまらず、社会の中間支援団
体として、正しい情報を届け、対話を通じて合意形成し、責任を果たしていく
必要がある」と挨拶を行いました。
　特別講演では、第一部として内藤靖博連合本部副事務局長より「第27回
参議院議員選挙の総括」と題して、政治情勢や連合本部方針について分かり
易く説明していただきました。
　第二部として、イチニ株式会社の高畑卓代表取締役を講師にお招きし、「最新ネット・SNS選挙セミナー」
と題したご講演をいただきました。講演では、選挙戦略におけるネット・SNS活用の重要性と最新動向について学ぶことができ
ました。従来の広報活動に加え、SNSを通じた有権者との双方向コミュニケーションが鍵となることを実感し、特にデータ分
析に基づく効果的な情報発信や、信頼性の高い候補者イメージの構築方法など、実践的な内容が多く大変有意義な時間とな
りました。今回の講演を通じて、今後の選挙活動におけるデジタル戦略の重要性を改めて認識することができました。

副事務局長　船渡 義昭　

政治フォーラム研修会を開催政治フォーラム研修会を開催政治フォーラム研修会を開催10 9
THU

2025連合山梨2025連合山梨

自治労山梨県本部・対県共闘会議・
連合山梨官公部門合同総決起集会
自治労山梨県本部・対県共闘会議・
連合山梨官公部門合同総決起集会2025確闘勝利！2025確闘勝利！10 8

WED

「熊本地震の復興と防災を学ぶ」視察研修会16
THU

10 14～
TUE

熊本地震の教訓を胸に、防災・減災への意識を高めて

杉原連合山梨
政治センター長

イチニ（株） 高畑代表取締役

内藤連合本部
副事務局長

集会スローガン
・ 物価高に対抗できる給料引き上げの実現
・ ボーナスを引上げ、期末手当に全額分配
・ 人員を増やし、ゆとりある職場環境の実現
・ 非正規職員の処遇の改善
・ 安心して働ける高齢期雇用制度の実現
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20252025 地域活性化フォーラム地域活性化フォーラム を開催を開催10 21
TUE

　連合山梨は、10月30日(木)「山梨県への政策制度要求と提言」を行いました。本年度は、2024～
2025年度政策提言（補強版）として、①経済・雇用・労働政策7項目、②暮らし・福祉・交通政策9項目、
③教育政策4項目、④環境政策・災害対策3項目で合計23項目の提言書となっています。
　冒頭、杉原会長より長崎知事に要求書を手交し、「連合山梨に結集する産業別組織として、県民一人
ひとりが安心して暮らせる「より良い山梨県」の実現に向け、日々取り組んでいる。私たちは、働く者の立
場から、雇用の安定や労働環境の改善、地域経済の活性化、そして次世代を担う人づくりなど、さまざ
まな課題に対して現場の声をもとに提案・行動を重ねている。今後も、県政の重要なパートナーとして、
連合山梨の考えや取り組みを県政運営の中にしっかりと反映いただき、協働による持続可能な地域社
会の構築を進めていきたい」と挨拶を述べました。
　続いて宮下事務局長より、各分野における主要提言に

ついて説明を行い、松長会長代行より各種ハラスメント対策について、原副会長より教育政策、女性活
躍支援について補足説明を行いました。
　長崎知事は「連合山梨の皆さまとは、より良い山梨県の実現に向け、同じ方向を見据えて取り組んで
いる。女性活躍や県民所得の向上、労働生産性の向上は重要な課題であり、その根幹には「賃金をどう
上げるか」がある。来年度に向け、最低賃金のあり方を含め真剣に議論を重ね、働く人が報われる環境
づくりを進めていく。また、ケアラー支援にも力を入れ、介護離職を防ぐ環境整備と意識改革を進めて
いく。連合山梨の政策提言は県政の方向性と一致しており、今後も山梨の未来を支える仲間として、協
働のもと県の施策に反映していく」と述べられました。　　　　　　　　　副事務局長　船渡 義昭

　2025年10月21日（火）甲府記念日ホテルにて、連合山梨と山梨県経営者協会
の共催による「2025地域活性化フォーラム」を開催しました。本フォーラムでは、
小澤亜希子弁護士を講師に迎え、「労使で取り組む離職防止～退職代行サービス
の利用実態と背景～」と題した講演を行い、参加者は熱心に耳を傾けました。
　小澤弁護士は、近年急増している退職代行サービスの利用について、単なる手
続き代行業にとどまらず、職場での対話が断絶されている実情を述べられ、利用者の多
くは、職場に「辞めたい」と言えない空気や、過度な引き止め、上司への恐怖感などを理
由に、第三者を介することを選んでいると説明されました。
　また、「退職は単なる個人の選択ではなく、職場環境の問題を映し出す鏡である」とし
て、使用者側だけでなく、労働組合としてもこの背景に真摯に向き合う必要性を訴えら
れました。特に、離職を希望する組合員に対して、まず「話を聴く姿勢」を持つこと、そして個々の事情に寄り添いながら解決策を共に模索すること
の重要性が強調されました。
　今回のフォーラムは、退職代行という現象をきっかけに、働く人々が安心して声を上げられる職場づくりの重要性を再確認する機会となりまし
た。連合山梨としても、今後さらに労働者の声に耳を傾け、離職防止と職場環境改善に向けた取り組みを進めていきます。

副事務局長　船渡 義昭　

退職代行サービスの背景に迫る

連合山梨推薦
の 地 方 選 挙
候 補 予 定 者

連合山梨推薦
の 地 方 選 挙
候 補 予 定 者

都留市長選挙 2025年11月　9日（日）告　示
2025年11月16日（日）投開票

堀内 富久  氏

ほり うち とみ ひさ

現職３期

山梨県への「政策制度要求と提言」山梨県への「政策制度要求と提言」山梨県への「政策制度要求と提言」10 30
THU

Yamanashi
Pref.

Yamanashi
Pref.

県民が安心・安全に暮らせる社会基盤の構築をめざして

● ● ● ●連 合 山 梨

ふれあい基金ふれあい基金ふれあい基金カンパカンパカンパ
集 約 2026年１月13日㈫

連合「愛のカンパ」活動の取り組みと連動して、今年も「連合
山梨ふれあい基金カンパ」に取り組みます。各構成組織、地
域協議会のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

愛のカンパ 募集

※詳しくは、組合窓口へお問い合わせ願います。

集　　約 各構成組織での取り組みが終了次第、以下へ
お振込みをお願いいたします。

振 込 先 ・金融機関　中央労働金庫　甲府支店
・口座番号　普通　１３７３４７６
・口座名義　連合山梨
注：備考欄に必ず「ふれあい基金」と記入願います。

※連合本部報告が「2026.1.30」であり、この時点の集約結果を2/3の
　連合山梨第４回執行委員会で報告し公開させていただきます。

♥♥♥♥♥

小
澤
弁
護
士
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